
通番 該当箇所 コメントの概要 金融庁の考え方

1 全般

　検査の運用に当たっては、各金融機
関の規模、特性その他の個別の状況等
を十分に踏まえ、機械的・画一的な取扱
いとならないよう配慮するものとするとし
ているが、特に信用組合の規模や地
域、業域、職域といった特性に十分配
慮した対応を現場の検査官に周知徹底
願いたい。

　検査の運用に当たっては、従来より、
各金融機関の規模、特性その他の個別
の状況等を十分に踏まえ、機械的・画
一的な取扱いとならないよう配慮してお
り、今後も同様の対応を行います。

2
金融円滑化編
チェックリスト

全般

　金融円滑化編チェックリストについて
は、中小企業金融円滑化法第２条第１
項に規定する金融機関のみを対象とし
ている一方、留意事項において「金融の
円滑化は、金融機関の重要な役割の一
つであることから、同法の期限が到来し
た後の検査においても、一般的に金融
円滑化に資する部分は当該チェックリス
トが適用される」としている。金融の円
滑化が重要であるとすれば、同チェック
リストの適用対象を、同法の対象金融
機関に限定する必要性はないと考える
が如何か。
　また、同法の対象金融機関であって
も、実際の業務として中小企業等融資
を行っていない金融機関も少なからず
存在する。この場合、金融円滑化の趣
旨は踏まえつつも、業務特性等に鑑み
て「金融円滑化編チェックリスト」の記載
とは相当程度異なる態勢整備を行うこ
とも許容されるとの理解でよいか。

　中小企業金融円滑化法第２条第１項
の規定する金融機関から除かれる外国
銀行の在日支店については、中小企業
向け融資等が少ないと考えられます。こ
のため、金融円滑化編チェックリストの
対象から除いていますが、業務の特性
等を踏まえ、金融円滑化の観点から必
要があれば、適宜検証することとなりま
す。なお、経営管理態勢、信用リスク管
理態勢、顧客保護等管理態勢について
は、金融円滑化の観点から所要の改定
を行っており、これらは従来どおり預金
等受入金融機関が対象となります。
　また、金融検査マニュアルの各チェッ
ク項目については、その水準の達成を
直ちに義務付けるものではなく、金融機
関の規模や特性を十分に踏まえ、機械
的・画一的な運用とならないよう配慮
し、チェック項目に記述されている字義
どおりの対応がなされていない場合で
あっても、一律に不適切とするものでは
ありません。
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3
金融円滑化編
チェックリスト

全般

　中小企業金融円滑化法では「金融機
関」の定義について「この法律の施行地
外に本店を有するもの」を除外している
が、金融円滑化チェックリストや各検査
マニュアルの改定部分についても対象
とならないことを明らかにすべきではな
いか。

　金融円滑化編チェックリストについて
は、留意事項において中小企業金融円
滑化法第２条第１項に掲げる金融機関
を対象とする旨記載しております。
　なお、中小企業金融円滑化法第２条
第１項の規定する金融機関から除かれ
る外国銀行の在日支店については、中
小企業向け融資等が少ないと考えられ
ます。このため、金融円滑化編チェック
リストの対象から除いていますが、業務
の特性等を踏まえ、金融円滑化の観点
から必要があれば、適宜検証することと
なります。
　また、それ以外のチェックリストについ
ては外国銀行の在日支店も対象となり
ますが、各チェック項目の水準の達成を
直ちに義務付けるものではなく、金融機
関の規模や特性を十分に踏まえ、機械
的・画一的な運用とならないよう配慮
し、チェック項目に記述されている字義
どおりの対応がなされていない場合で
あっても、一律に不適切とするものでは
ありません。

4
金融円滑化編
チェックリスト

全般

　本チェックリストに基づいた金融円滑
化管理態勢の整備については、かなり
困難な作業と考えられるので、経過措
置等の配慮をお願いしたい。
　また、金融円滑化マニュアルに、どの
ような場合に債務者からの申込みに応
じないことができるかについて記載して
も差し支えないか。

　今回の金融検査マニュアルの改定の
うち、態勢整備に関する部分について
は、平成22年２月１日より適用されま
す。
　また、金融円滑化マニュアルについて
は、債務者からの申込みに応じないこと
ができる場合の基準等を記載しても差
し支えありませんが、その場合において
は、機械的・画一的な基準等ではなく、
債務者の実態を踏まえた適切な判断が
できる基準等である必要があります。

5
金融円滑化編
チェックリスト

全般

　金融機関は、債務者からの申込みに
応じない正当な理由があることについ
て、例えば検査の過程で事実上立証す
ることを求められることになるとの理解
でよいか。
　また、検査当局が検査の過程で金融
機関の個別の債務者からの申込みを
拒む理由を厳格にチェックする場合、行
政調査を超える行政指導に該当して行
政手続法に基づく行政指導の規律の適
用対象になり得ることに留意する必要
であるとの理解でよいか。

　検査部局の使命は、「金融検査に関
する基本指針」（平成17年7月1日公表）
にもあるように、金融機関の態勢等を検
証し、その問題点を指摘するとともに、
金融機関の認識を確認することである
と考えており、検査において、行政手続
法に基づく行政指導を行うこととはして
おりません。
　また、実際の検査においても、「本マ
ニュアルにより検査を行うに際しての留
意事項」にもあるように、金融機関が経
営判断で決すべき個別の与信判断の
是非には介入しないよう留意いたしま
す。
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6
金融円滑化編
チェックリスト

全般

　金融円滑化編チェックリストや各検査
マニュアルの改定部分において、「顧
客」又は「債務者」等となっている箇所に
ついては、中小企業金融円滑化法で定
義されている「中小企業者」、「住宅資金
借入者」に改めるべきではないか。も
し、「顧客」、「債務者」を法と異なる範囲
とするのであれば、その考え方を示して
ほしい。

　健全な事業を営む顧客に対して必要
な資金を円滑に供給していくことは、金
融機関の最も重要な役割の一つであ
り、金融機関には、適切なリスク管理の
下、適切かつ積極的にリスクテイクを行
い、金融仲介機能を積極的に発揮して
いくことが強く期待されています。こうし
た観点から、金融円滑化編チェックリス
トや各検査マニュアルの改定部分の対
象となる与信は、中小・零細企業等と
いった文言がない限り、大・中堅企業を
含め全ての与信としており、また、一般
に金融円滑化に資する部分について
は、中小企業金融円滑化法が失効した
後においても適用されます。

7
金融円滑化編
チェックリスト

全般

　総合口座の預金担保自動貸付け及び
国債等担保自動貸付けは、金融検査マ
ニュアルに規定される「方針・内部規定
等の策定」、「金融円滑化に係る管理の
実施」等の対象外と考えてよいか。

　金融円滑化編チェックリストについて
は、すべての与信について適用されま
す。
　なお、検証に当たっては、金融機関の
規模や特性、商品特性を踏まえることと
しており、機械的・画一的な運用は行わ
ないこととしております。

8
金融円滑化編
チェックリスト

Ⅰ．検証ポイント

　「金融機関が顧客の経営実態等を踏
まえて、適切に貸付条件の変更等を行
うことの確保」を金融円滑化の定義の一
つとして規定しているが、金融機関が適
切に判断した結果、貸付条件の変更等
を行わないことが適当と判断した場合
には、貸付条件の変更等を行わないこ
とも認められるのであれば、その趣旨を
明確にすべきではないか。

　貸付条件変更等の申込みに対し、顧
客の経営実態等を踏まえて適切に判断
することを求めており、ご意見の趣旨は
明記していると考えます。

9
金融円滑化編
チェックリスト

Ⅰ．検証ポイント

　中小企業金融円滑化法の失効後にお
いて、「中小企業者等金融円滑化法第6
条に規定する必要な措置」については
残らないとの理解でよいか。

　「本マニュアルにより検査を行うに際し
ての留意事項」において、中小企業金
融円滑化法の期限が到来した後の検
査においても、一般的に金融円滑化に
資する部分は金融円滑化編チェックリス
トが適用されると記載しています。した
がって、中小企業金融円滑化法が直接
関連する部分は、必要に応じて失効す
ることとなります。
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10
金融円滑化編
チェックリスト

Ⅰ．１．①

　金融円滑化管理の担当取締役につい
て記載があるが、金融機関の規模や特
性等に応じて、取締役ではなく執行役
員を金融円滑化管理の担当とする扱い
でもかまわないか。

　金融検査マニュアルの留意事項（３）
③にあるとおり、取締役でない執行役員
が担当取締役の役割と責任を担ってい
る場合には、当該執行役員が取締役会
により担当取締役と実質的に同等の権
限を付与されているか、責任の所在が
明確になっているか、担当する業務執
行について、取締役会による十分な監
視が行われているか、等を総合的に検
証した上、チェックリスト上担当取締役
に求められる役割及び責任を十分果た
しているか検証することになります。

11
金融円滑化編
チェックリスト

Ⅰ．１．①

　金融円滑化管理の担当取締役が金
融円滑化管理責任者となっても差し支
えないか。

　貴見のとおりです。

12

金融円滑化編
チェックリスト
Ⅱ．１．（１）②

ロ．、ニ．

　「信用リスク管理部門が遵守すべき事
項に関する取決め」、「顧客の事業価値
を適切に見極める能力の向上に関する
取決め」とは、どのような内容を取り決
める必要があるのか、もう少し具体的に
示していただきたい。

　例えば、経営改善計画策定支援に関
する取決め（どの部署で策定支援しどこ
まで承認を得るか等）や、目利き能力向
上のための取決め（どの部署が目利き
能力向上のための研修等を実施するか
等）などが考えられます。

13

金融円滑化編
チェックリスト
Ⅱ．１．（１）③

ニ．

「長期未済案件の発生防止」の長期と
は、どの程度の期間を意味するのか。

　融資商品の特性等を踏まえて判断す
る必要があり、一律に期間を提示するこ
とは適当でないと考えます。

14
金融円滑化編
チェックリスト
Ⅱ．１．（２）⑤

「不適切又は不適切なおそれのあるも
の」とは具体的にはどのような場合を想
定しているのか。

　例えば、Ⅲ．個別の問題点に記載して
いる項目に照らし、不適切又は不適切
な取扱いであったおそれがあると判断さ
れるものなどを想定しています。

15
金融円滑化編
チェックリスト
Ⅱ．１．（２）⑤

　「金融円滑化管理責任者は、信用リス
ク管理部門や顧客説明管理責任者等と
適切に連携し、新規融資や貸付条件の
変更等の相談・申込みへの対応のう
ち、金融円滑化の趣旨に照らして、不適
切又は不適切なおそれのあるものにつ
いて、適時・適切に情報を取得している
か。」とあるが、「不適切又は不適切な
おそれのあるもの」とは、「不適切である
と断定できる対応又は不適切であると
断定はできないが疑われる対応」と理
解してよいか。

　貴見のとおりです。



通番 該当箇所 コメントの概要 金融庁の考え方

コメントの概要及びそれに対する金融庁の考え方

●金融検査マニュアル

16
金融円滑化編
チェックリスト
Ⅲ．１．②（ⅰ）

　「顧客の理解と納得を得るための説明
に努めているか」の「納得」を削除すべ
き。

　顧客の理解と納得を得ることを目的と
した説明を行うよう努めることが重要で
あると考えています。なお、最終的に納
得が得られない場合も考えられます
が、この場合においては、その後の適
切な対応（顧客サポート等）が必要と考
えます。

17

金融円滑化編
チェックリスト

Ⅲ．１．③
（ⅳ）～（ⅵ）

　住宅資金借入者から申し出があった
場合に、住宅金融支援機構以外の「他
の金融機関」とも「緊密に連携」を図るこ
とを求めているように記載されている
が、住宅金融支援機構以外の「他の金
融機関」と連携を図るべき場合としてど
のような場合が想定されるか。

　住宅資金借入者については、Ⅲ．１．
③（ⅳ）～（ⅵ）は適用されません。な
お、ご意見を踏まえ、趣旨を明確化する
ため修正をいたしました。

18
金融円滑化編
チェックリスト

Ⅲ．.２．②（ⅰ）

　参考1に「金融機関間での団塊世代の
退職者の活用」とあるが、「中小・零細
企業等」に対する支援とどのような関係
があるのか。

　例えば、「目利き能力」の優れた退職
者を活用し、中小・零細企業等の実態
に即した適切な融資判断等が行える人
材の育成等を図ることなどが考えられ
ます。

19
金融円滑化編
チェックリスト
Ⅲ．２．③（ⅱ）

　金融機関は、プロパーで対応できる先
であっても、保全バランスや今後の資金
需要の動向・景気の先行き等も考え、
保証協会の利用を推奨するケースがあ
るが、「保証制度を利用した当該金融機
関の債権保全強化を推進」とは具体的
にどのようなことを想定しているのか。

　営業店に対して、債務者の実態を考
慮することなく、一律に保証協会の利用
を推奨するよう指示している場合などを
想定しています。

20

金融円滑化編
チェックリスト

Ⅲ．３.③
(ⅰ) 、（ⅱ）

「指導・協議・要請等」とあるが、保証会
社は金融機関から指導等を受けたり、
協議に応じる義務はないため、「要請」
としていただきたい。

　保証会社が子会社であるケースもあ
り、そのような場合は当該金融機関が
指導等を行う立場にあると考えます。

21
金融円滑化編
チェックリスト
Ⅲ．３．③（ⅱ）

　「住宅ローン債権を保証会社が代位
弁済により取得する場合、保証会社が
適切な回収を行うよう、指導・協議・要
請等を行っているか。」とあるが、金融
機関が代位弁済を受けた後は、保証会
社と債務者が債権債務の関係となるた
め、当該保証会社に対して第三者と
なった金融機関が「指導・協議・要請等」
することは困難である。
　当該項目はどのような場合を想定して
いるのか、具体的に示していただきた
い。

　保証会社が子会社であるケースもあ
り、そのような場合は当該金融機関が
指導等を行う立場にあると考えます。
　また、代位弁済を受けた場合でも、保
証会社による不適切な回収について、
顧客から金融機関に苦情・相談が寄せ
られるようなケースでは必要に応じ保証
会社に対し要請を行うことも考えられま
す。
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22

別冊
〔中小企業融資

編〕
検証ポイント

５．（２）

　「ロ」は中小企業者等、「ニ」は中小企
業、「ホ」は中小・零細企業等と使い分
けている理由はなにか。
　また、「ロ」「ニ」については「実現可能
性の高い抜本的な経営再建計画」（概
ね３年後に正常先となる計画）かどう
か、「ホ」については「合理的かつ実現
可能性の高い経営改善計画」（５年後に
正常先(経営改善計画等の進捗状況が
概ね計画どおりの場合は10年後も可)と
なる計画）かどうかにより判断するという
理解で良いか。

　「ロ」に「中小企業者等」とあるのは、
「中小企業者等に対する金融の円滑化
を図るための臨時措置に関する法律」
の「中小企業者等」です。「ニ」の「中小
企業」と「ホ」の「中小・零細企業等」は
同一の範囲を指すものです。これらの
定義は特に設けられておらず、実態を
踏まえて判断していただく必要がありま
す。
　また、「ホ」と同様、「ロ」「ニ」について
も、合理的かつ実現可能性の高い経営
改善計画（５年後に正常先(経営改善計
画等の進捗状況が概ね計画どおりの場
合は10年後も可)となる計画）かどうか
により、判断することとなります。

23

別冊
〔中小企業融資

編〕
検証ポイント

５．（２）

　「ロ」の記載内容は中小企業金融円滑
化法の適用期間のみの時限措置か。ま
た、「ニ」「ホ」の改定は恒久措置か。

　「ロ」に今回追加された部分について
は、中小企業金融円滑化法が効力を有
する期間のみの時限措置です。また、
「ニ」「ホ」については貴見のとおりです。

24

別冊
〔中小企業融資

編〕
検証ポイント

５．（２）

　本項は、住宅ローン等事業性資金以
外の消費性資金のみを融資している個
人債務者を対象としていないとの理解
でよいか。

　貴見のとおりです。

25

別冊
〔中小企業融資

編〕
検証ポイント
５．（２）ニ．

「貸出条件の変更を行った日から最長１
年以内に当該経営再建計画を策定する
見込みがあるときには、」との記載があ
るが、例えば、経営再建計画の策定に
取り組んでいる中小企業等で、１年を超
過した場合や客観的に1年を超えること
が明らかとなった場合でも機械的・形式
的に貸出条件緩和債権に該当しないと
する判断に問題はないか。

　基準金利を確保しているなど特段の
事情がなければ、条件変更後１年以内
に計画が策定できない場合、または、１
年以内に計画ができないことが判明し
た場合には、貸出条件緩和債権に該当
します。

26

別冊
〔中小企業融資

編〕
検証ポイント
５．（２）ニ．

　本項の卒業基準については、既存の
条件変更先に対しても適用して差し支
えないか。

　本改定は、法の施行日前に行われた
貸出条件の変更についても適用するこ
とが可能です。この場合、「最長１年以
内」の起点は、直近の「貸出条件の変
更を行った日」となります。

27

別冊
〔中小企業融資

編〕
検証ポイント
５．（２）ニ．

　経営再建のための資源等が確認でき
る計画があるものの複数の金融機関と
の取引があり、合意に至っていない場
合でも最長1年以内に合意に至る見込
みがあるときには最長1年間は貸出条
件緩和債権に該当しないものとして判
断して差し支えないか。

　貴見のとおりです。
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28

別冊
〔中小企業融資

編〕
検証ポイント
５．（２）ニ．

　破綻懸念先に対する債権が貸付条件
の変更等の対象債権として取り扱われ
る場合、信用補完措置があったとして
も、本来は、債務者の経営改善計画等
が合理的かつその実現可能性が高い
場合に限り、当該債務者は要注意先と
判断されることになるとの理解でよい
か。

　貴見のとおりです。

29

別冊
〔中小企業融資

編〕
検証ポイント
５．（２）ニ．

　今回の改定においては、バーゼルⅡ
の取扱いについて特段言及はないが、
バーゼルⅡの内部格付手法におけるデ
フォルト確率の推計方法としての一貫
性を保つ見地からは、少なくとも観念的
には、実質的に債務者の信用状態に変
更がなされるものではない限り、デフォ
ルト確率には影響は生じないとの理解
でよいか。

　今般の措置では、経営改善計画を策
定していない場合であっても、貸出条件
の変更を行った日から最長１年以内に
経営再建計画を策定する見込みがある
ときには、当該債務者に対する貸付金
は条件変更を行った日から最長１年間
は貸出条件緩和債権に該当しないもの
と判断して差し支えないこととされてい
ます。そのため、内部格付手法におけ
るデフォルト事由（銀行法第十四条の二
の規定に基づき、銀行がその保有する
資産等に照らし自己資本の充実の状況
が適当であるかどうかを判断するため
の基準（平成十八年金融庁告示第十九
号）第205条等）に該当しないケースも想
定され、その場合には、内部格付手法
におけるデフォルト確率に影響しうるも
のと考えられます。
なお、デフォルト確率の推計において、
本措置による基準を過去に遡って適用
したデフォルト確率の推計を求めるもの
ではありません。
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30

別冊
〔中小企業融資

編〕
検証ポイント
５．（２）ホ．

　「金融機関が作成した経営改善に関
する資料」とあるが、当該資料としては、
外部の調査会社や内部の調査部署の
結果をもとに金融機関内で当該債務者
の経営改善への提案書のようなものを
想定しているのか。
　また、債務者の実態に即して金融機
関が作成した資料により貸出条件緩和
債権に該当しないとする場合、関係者
（他金融機関等）の正式な同意を得るこ
とは困難であることが想定される場合
は、実抜計画の用件である「計画の実
現に必要な関係者との同意が得られて
いること」を満たしているとみなして差し
支えないか。

　「金融機関が作成した経営改善に関
する資料」とは、合理的かつ実現可能
性の高い経営改善計画と同様に、概ね
５年（概ね計画通りに進捗している場合
は10年）以内に正常先（金融機関の再
建支援を要せず、自助努力により事業
の継続性を確保することが可能な状態
となる場合は要注意先でも可）となるこ
とが確認できる、債務者の実態に即して
金融機関が作成した資料を想定してい
ます。
　また、関係者の正式な同意を得ること
が困難であると想定される場合におい
て、当該関係者の支援がなければ ５年
又は10年後の経営改善の実現が困難
ということであれば、貸出条件緩和債権
に該当することとなります。
　なお、単独で支援を行うことにより再
建が可能な場合又は一部の取引金融
機関等が支援を行うことにより再建が
可能な場合は、当該支援金融機関等が
経営改善計画等に基づく支援を行うこと
について、合意されていることが確認で
きれば足りると考えます。

31

別冊
〔中小企業融資

編〕
検証ポイント

５．

　今回の改定により、中小企業について
は「要管理先」と「その他要注意先」が
従来と異なる基準で判断されることにな
るが、貸倒引当金の算出に用いる予想
損失率について、過去に遡って貸倒実
績率や倒産確率を再計算する必要はな
いという理解でよいか。

　過去に遡って貸倒実績率や倒産確率
を再計算することは実務上困難と考え
られることから、本項目を反映した「要
管理先」、「その他要注意先」の貸倒実
績率や倒産確率が算出されるまでの間
は、従来の基準に基づく貸倒実績率等
を用いて引当を行っても差し支えないと
考えます。

32

別冊
〔中小企業融資

編〕
検証ポイント

５．

　貸出条件緩和債権関係Q＆Aの（問
10）において、住宅ローン等の提携商品
における軽微な条件変更など通常予定
される貸出条件の範囲内でのものであ
る場合等には、「債務者の経営再建又
は支援を図ることを目的として」いない
と認められ、貸出条件緩和債権に該当
しないとあるが、「軽微な条件変更」の
定義について明確化していただきたい。
例えば、条件変更後の完済時年齢、当
初貸出から完済までの期間等が住宅
ローンの商品要項内となるような条件
変更を、「軽微な条件変更」と考えてよ
いか。

　「軽微な条件変更」の考え方を一律に
示すことは適当でないと考えます。な
お、貸出条件緩和債権関係Q&Aの問10
にあるとおり、金利減免や元本返済猶
予等の貸出条件の改定を実施し、当該
債務者に対する総合的な採算を勘案し
ても基準金利と同等の利回りが確保さ
れていない場合であっても、住宅ローン
等の定型商品における軽微な条件変更
など通常予定される貸出条件の範囲内
でのものである場合は、「債務者の経営
再建又は支援を図ることを目的として」
いないと認められ、貸出条件緩和債権
に該当しないこととなります。
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33

別冊
〔中小企業融資

編〕
検証ポイント

５．

　これまでの金融検査マニュアル〔中小
企業融資編〕等の改定によって、中小
企業向け融資については柔軟な貸出条
件の変更等の対応が可能となったが、
住宅資金に係る貸出条件の変更等に
ついては特段の見直しが行われていな
いため、十分な金融円滑化を図ること
ができずにいる。
　住宅資金の金融円滑化に資するよう
な見直しについても別途ご検討いただ
きたい。

　住宅資金借入者に対して貸付けの条
件の変更等を行った場合において当該
借入者に係る貸出金が貸出条件緩和
債権に該当するか否かの判断は、従来
どおり、監督指針や貸出条件緩和債権
関係Ｑ＆Ａ、金融検査マニュアルに基づ
いて行うこととなります。
　その中では、例えば、住宅ローン等の
定型商品における軽微な条件変更など
通常予定される貸出条件の範囲内での
ものである場合や、担保や保証による
保全の状況等を勘案して基準金利を確
保している場合、特に担保や保証により
100％保全されている貸出金において
当該貸出金に係る調達コストを確保し
ている場合は、貸出条件緩和債権に該
当しないとされています。
　また、住宅ローンについては、延滞状
況等の簡易な基準により分類を行うこと
ができるものとされています。
　このように、住宅ローンについては、そ
の特性を踏まえた対応が既に図られて
いるものと考えます。


